
ハローワークの地方移管による雇用施策の一体的な実施

【雇用対策】
相談支援（就職相談・生活相談・労働相談）
職業紹介・職業訓練のあっせん
雇用保険資格決定・給付・事業所への各種助成金支給

【人材育成】
工科短大・技専校 等

【企業支援】
企業誘致・ＵＩﾀｰﾝ促進 等
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県が一体的に実施することによるメリット

○ 地域の経済・雇用情勢を迅速に反映し、求職者の求めに臨機に対応する生活支援から職業紹介までの、
一貫した支援をスムーズに行うことが可能となる。

○ 県が実施する施策等により、各産業分野や地域企業等の現状・動向を的確に把握した上での、実効性
のある労働市場の需給調整、人材の育成、企業支援が可能となる。

○ パーソナル・サポーターによる職業紹介までの一貫したスムーズな就職支援が実施可能となる。

○ 労政事務所を統合することにより、労働相談機能が付加できる。
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◎ 長野及び篠ノ井ハローワークを長野県に移管し、県において就職・生活相談から職業紹介等まで、
現行の施策を網羅して一貫した支援を実施することにより、住民や企業等へ質の高いサービスを提
供する。

◎ ハローワークの運営にあたっては、長野県、長野労働局及び関係市町村による「ハローワーク運
営協議会」を設置し、県が行う提供サービスの補完体制を構築する。
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◇ 概算事業費（年間）

○ 人件費 約 ７億５，６００万円

○ 施設維持費（２所計） 約 ３，７００万円

○ 事業費（雇用保険会計） 失業給付 約５３億６，０００万円 助成金・奨励金 約３６億８，０００万円

◇ 県独自の取組の例

○ 県及び市町村が把握した企業立地や創業等の情報を、迅速に求職者へ情報提供しての就職支援

○ 地域の各産業分野の企業等が求める具体的な人材ニーズを詳細に把握し、ニーズに応じた職業訓練のメ
ニュー化を行うなどの機動的な人材育成支援

○ 農業・林業・医療・福祉など、専門分野に特化した既存の業界ネットワーク等を活用した集中的な就職支援

○ 県立高校新卒者に対する在学中からの一貫したキャリア教育支援と就職支援

○ 既存の企業ネットワーク等を活用した、大学新卒者へのきめ細かな県内中小企業情報の提供やインターン
シップの場の創造によるＵ・Ｉターン就職支援

○ 県及び市町村が行う福祉分野等に関する専門のスキルを持った相談員が常駐しての生活相談支援



アクション・プランを実現するための提案（追加提案） 

～ハローワークの地方移管を目指した国・県・市町村の連携モデル～ 

 

長 野 県 

１ 提案の趣旨 

  アクション・プランを実現するための提案については、平成 23 年 3月 30 日付けで長野及び 

篠ノ井ハローワークの移管について提案したところであるが、依然として厳しい雇用情勢に鑑 

み、求職者の利便性を向上させるワンストップ・サービスの拡大・提供をするため、次のとお 

り追加提案する。 

 

２ 追加提案の内容 

＜追加提案１＞ （パーソナル・サポートセンターを核とした国・県・市町村連携モデル） 

  ➢ 現在、長野県では「パーソナル・サポート・モデル事業」に取り組んでおり、長野市、 

松本市、上田市に「パーソナル・サポートセンター」を設置して、就労を希望しながら 

様々な阻害要因を抱える者への制度横断・継続的な支援を実施している。 

  また、当該事業は平成 24年度も継続して実施し、サービスを全県に拡大するために、 

飯田市にも４か所目となるセンターを増設する予定である。 

➢ 事業の実施に当たっては、ハローワークの就労支援ナビゲーターとの連携を図っている 

ところであるが、「パーソナル・サポートセンター」において、より効果的で効率的な支 

援を行うため、ハローワークの職業相談・職業紹介業務、職業訓練の受講に関する業務を 

付加し、一体的実施により求職者への支援体制を強化する。 

  ➢ あわせて、パーソナル・サポート事業との関連が深い、生活保護受給者等社会的弱者の 

就労支援をより効果的・効率的に行うため、市町村の福祉担当部署と連携して専門の窓口 

を常設し、支援体制の強化を図る。（当面、平成 24 年度中に松本市との連携を目指す。） 

 

＜追加提案２＞ （移住・交流推進に係る国・県の連携） 

  ➢ 長野県が、首都圏における長野県への移住・交流に関する情報発信拠点として設置を予 

定している、ワンストップ拠点（東京観光情報センター）において実施する、Ｕ・Ｉター 

ン就職希望者等への相談業務に、ハローワークの職業紹介業務を付加する。 

 

 ○ これら提案に係る業務の運営に当たっては、国と県及び市町村の雇用対策の整合を図ると 

ともに一体的な実施ができるよう、長野労働局と長野県及び関係市町村による連携組織を新 

設するなどにより運営方針を決定していく。 

 

３ 追加提案の実施による効果 

  今回の追加提案による、利用者へのサービスの拡大とワンストップでの提供は、施設の利便

性の向上とともに、既に提案しているハローワーク機能の県への移管を円滑に実施するための

段階的な取り組みと位置付けることができる。 



提案による「一体的実施」のイメージ 

追加提案１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○パーソナル・サポーターに 
よる相談支援 

・カウンセリング 
・問題点応じた支援計画の 
コーディネート 

・寄り添い型、伴走型による 
自立支援 

・職場定着支援 

パーソナル・サポートセンター 

（長野市・松本市・上田市） 

複数の課題を抱える求職者 

 

 

 

○職業相談 

○求人情報提供 

○職業紹介 

○訓練受講指示 

       等 

ハローワーク 

（長野・松本・上田） 

就職支援 

ナビゲーター 

による支援 

【問題点】 

具体的な就労支援には２か所以上への 

訪問が必要 

機能強化 

【現 状】 

 

パーソナル・サポートセンター 

（長野市・松本市・上田市・飯田市） 

複数の課題を抱える求職者（生活保護受給者等） 

 

【メリット】 

ワンストップによる就業支援体制の確立 

【提 案】（パーソナル・サポートセンターを核とした国・県・市町村連携モデル） 

○パーソナル・サポーター 

による相談支援 

・カウンセリング 
・問題点応じた支援計画 

のコーディネート 
・寄り添い型、伴走型に 

よる自立支援 
・職場定着支援 

 

 

 

○職業紹介 

○職業訓練受講指示 

ハローワーク機能 

求人検索端末設置 

○福祉担当職員に 

よる相談支援 

・就業・福祉の 
相談支援 

・サービスの 
調整・提供 

【県の支援内容】 【市町村の支援内容】 

 

○ケースワー 
カー等によ 
る就労支援 

・支援対象者 
の選定 

・支援プラン 
の策定 

福祉事務所 

生活保護受給者等 

 

連携した 

支援 

※H24 は松本市と連携 



追加提案２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○Ｉターン希望者に対する相談支援 

  ・Ｉターン登録 

  ・県内企業の求人情報の提供 

  ・県内企業への人材情報の提供 

 ○学生へのＵターン就職意識の醸成 

東京Ⅰターン相談室 

長野県へのＩターン就職希望者 

 

 

 

○職業紹介 

○訓練受講指示 

○求人受理  等 

都    内 

ハローワーク 

協力 

【問題点】 

職業紹介にはハローワークへの訪問が必要 

機能強化 

【現 状】 

移住・交流に関するワンストップ拠点 

（東京観光情報センター） 

【県の支援内容】 

 ○Ｉターン就職、移住・交流希望者に対 

する相談支援 

  ・希望者の登録 

  ・県内企業の求人情報の提供 

  ・県内企業への人材情報の提供 

 ○学生へのＵターン就職意識の醸成 

長野県へのＩターン就職、移住・交流希望者 

 

 

 

○職業紹介 

○求人受理 

【メリット】 

求職者にワンストップでのサービス提供が可能 

【提 案】（移住・交流推進に係る国・県の連携） 

ハローワーク機能 

求人検索端末設置 




